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はじめに 

新型コロナウイルスの感染拡大により、本社やオフィスのあり方を再考させられることが多か

った 2020 年。テレワーク、Web 会議など従業員が場所を選ばず働ける基盤の整備が進む一方、大

都市圏を本拠地とする大手企業を中心にオフィス面積の縮小や本社機能の移転といった動きも表

面化した。 

経団連が昨年 11月に発表した調査では、東京に本社を置く 433 社のうち「本社機能の全部また

は一部の移転を検討中」、あるいは「検討する可能性がある」と回答した企業は 24社。全体の 5.5％

にとどまったものの、検討中の企業は５年前に行った調査と比べ２倍以上に増加している。最初

の緊急事態宣言発出以降、東京都心のオフィスビルでは空室率が急上昇するなどオフィス離れが

強まる動きもみられるという。企業誘致に力を入れる長野県などの地方も、これまでとは異なる

環境に直面している。 

帝国データバンクでは今回、2020 年を直近年として企業の本社移転調査を実施。都道府県をま

たいだ本社移転が判明した企業のうち、長野県へ転入、長野県から転出した企業を対象に分析し

た。なお、今回の調査における「本社」とは、実質的な本社機能を有する事業所を指し、商業登

記上の本店所在地と異なるケースがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別企画：長野県本社移転企業調査 

2020 年は転入 20社・転出 14社、転入超過続く 

過去 10 年間の転入超過数の累計は都道府県別で８位 

調査結果（要旨） 
■県内への転入出、2020 年は転入超過６社 

2020 年に長野県外から県内へ転入した企業は 20 社、県内から県外へ転出した企業は 14

社で、６社の転入超過だった。長野県の転入超過は８年連続である。 

■転入 20社のうち、首都圏からの移転が 13 社 

  転入企業 20 社の転入元をみると、「東京都」が 10 社で半数を占めた。このほか、「埼玉

県」（２社）、「神奈川県」（１社）を含め、首都圏からの移転は 13社を数える。 

■転入企業、業種別では「卸売業」６社、「サービス業」５社など 

  2020 年に県内へ転入した 20 社を業種別にすると、「卸売業」（６社）が最多、「サービス

業」（５社）が続いている。転出で最も多かったのは「製造業」（５社）。 

■10 年間の累計では転入 178 社、転出 124 社、転入超過 54社 

  2011～2020 年の累計では、県内への転入は 178 社、県外への転出は 124 社。転入超過は

54 社となり、都道府県別では多い方から８番目に位置している。転入超過数は「埼玉県」

（582 社）、「神奈川県」（535 社）、「千葉県」（307 社）と、首都圏の３県が上位に並ぶ。 
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１．2020 年は転入超過６社、転入超過は 2013 年から８年連続 

 2020 年（１～12 月）に長野県外から県内へ本社を移転（転入）した企業は 20 社、逆に長野

県内から県外へ本社を移転（転出）した企業は 14社と、転入が転出を６社上回った。前年（2019

年）からは、転入が４社、転出が３社それぞれ増加し、転入超過数も１社増えている。 

転入企業の転入元は、「東京都」が 10 社と全体の半数を占めトップ。「群馬県」「兵庫県」各３

社、「埼玉県」２社、「神奈川県」「京都府」各１社と続く。「首都圏」（東京都・埼玉県・神奈川県・

千葉県）の合計は13社（構

成比 65.0％）。一方、転出

企業の転出先も「東京都」

が４社で最も多かった。

以下、「静岡県」「神奈川

県」各２社、「岩手県」

「宮城県」「新潟県」「岐

阜県」「愛知県」「京都

府」各１社。 

1990～2020 年の状況を

まとめたのが表・グラフ。

90年以降の31年間のうち、

転出超過となったのは

2003 年、2005 年、2012 年

の３回にとどまる。基本

的に長野県は転入超過で

推移、近年も 2020 年まで

８年連続で転入が転出を

上回っている。 
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２．転入出企業、業種別で最も多かったのは転入が「卸売業」、転出は「製造業」 
長野県に転入、長野県から転出した企業を業種別にまとめたのが下表。2020 年の転入企業で最

も多かったのは「卸売業」の６社。「サービス業」が５社で続いている。「サービス業」が５社以

上となるのは３年連続。一方、転出企業は「製造業」が５社で最多、「運輸・通信業」「サービス

業」各３社などと続く。 

また、年商規模別では転入・転出とも「１億円未満」が半数以上を占めている（転入 14社、転

出７社）。「10億円以上」は転入２社、転出１社。 

 

 

３．2020 年の転入超過数、長野県は 47 都道府県別で９位 
2020 年の転入・転出状況を都道府県別にみると、長野県は転入が多い方から 16 番目、転出が

22番目、転入超過数では９番目に位置している。転入超過数が最も多かったのは埼玉県（70社）。

以下、千葉県（66社）、神奈川県（61 社）と、首都圏に属する３県がトップ３を占め、兵庫県（27

社）、福岡県（12社）と続く。一方、転出超過数で最多となったのは東京都（189 社）で、大阪府

（42社）が２番目に多い。 

首都圏（１都３県）の合計をみると、転入 296社、転出 288 社で、８社の転入超過。10 年連続

で転入超過となったが、転入超過数はピーク時（2015 年、104 社）の 10 分の１以下にとどまり、

1990 年以来の最少を更新、企業の首都圏集中は転換点を迎えている。 

47 都道府県のうち、転入超過となったのが 20 府県、転出超過が 21 都道府県、６県が転入・転

出同数だった。 
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４．過去 10 年間の累計は転入 178 社、転出 124 社、転入超過数は全国８位 
長野県の過去 10 年間（2011～2020 年）の累計は、転入 178 社、転出 124 社で、54 社の転入超

過となった。都道府県別で転入超過数トップ３は、埼玉県（582 社）、神奈川県（535 社）、千葉県

（307 社）。10 年累計でも首都圏の３県が上位に並ぶ。以下、兵庫県（152 社）、茨城県（136社）

などの順となり、54 社の長野県は８位だった。転出超過数では、東京都（1030 社）が最も多く、

大阪府（597 社）が続いている。 

転入超過は 23 県、転出超過は 24都道府県。 

 

 

 

 

まとめ 
今回の調査で判明した 2020 年に長野県内に本社を移転した転入企業は 20 社、県外に本社を移

転した転出企業は 14 社。８年連続して転入が転出を上回り、2011 年以降の 10 年間の累計でも転

入 178 社、転出 124 社と、54 社の転入超過となった。転入超過数は都道府県別で 2020 年が９位、

過去 10 年間累計で８位と全国の中でも高い位置にある。長野県は日本のほぼ中央に位置し、首都

圏・中京圏に近いこと、きれいな水や空気など自然環境に恵まれていること、製造業を中心に様々

な産業がバランス良く集積していること、さらに移住希望者が多いことなどに加え、長野県及び

県内自治体が積極的な誘致姿勢を持続してきたことが、こうした結果につながっているものとみ

られる。 

一方、2020 年は新型コロナウイルスの感染拡大により、本社やオフィスのあり方を再考する年

となった。企業により対応状況は異なるが、在宅勤務（テレワーク）や Web 会議システムが全国

規模で浸透。また、大手企業を中心に本社機能を移転・分散する動きが散見され、企業の首都圏

集中という従来の傾向には変化が生じている。 

都道府県をまたいだ本社移転を対象とした今回の調査。他方、工場や支店、営業所といった含

めた事業所の開設、閉鎖、機能移転はそれを大きく上回り、自治体間の誘致競争も激化している。

首都圏ではコロナ禍に加え、災害面のリスクヘッジなどから本社機能の分散やバックアップ拠点

の確保を含め事業拠点を見直す動きが本格化。その一環として、本社（機能）を移転するケース、

特に地方への移転が加速するとの見方もあるが、本社やオフィスの概念が変化しつつある中、企

業誘致の中身やあり方もそれに対応していく必要性が高まっている。 
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